
　現行学習指導要領は、情報技術の
進展や社会の多様化などを踏まえて、

「豊かな創造性を備え持続可能な社会
の創り手」を育成するため、「主体的・
対話的で深い学び」の実現を図るこ
とを目指しています。現行学習指導
要領の策定に向けた検討が行われた
のは約10年前ですが、当時の想定よ
りもはるかに速く、日本社会は変化
しています（図１）。
　顕著なのは多様性の進展です。不
登校・不登校傾向の子どもや社会経
済的に困難な状況にある子ども、学

習面・行動面で困難を抱える子ども
などが増えています。また、在留外
国人は2025年６月末時点で約395万
人＊１と過去最高を記録し、推計を上
回るペースで増加しています。日本
の生産年齢人口に占める在留外国人
の割合は、2048年には約１割に達
すると推計されています＊２。それら
を踏まえると「多様性の包摂」の必
要性が高まっており、多様性を個人
と社会の力に変える方向性が大事に
なっています。
　生成ＡＩの進化も加速しています。
ブラウザへの実装や企業での業務活
用が進むなど、生成ＡＩは既に私た
ちの生活の一部になりつつあります。

生成ＡＩを「使う・使わない」という議
論の段階は過ぎ去り、「いかによりよ
く使いこなすか」「負の側面をいかに
制御するか」が問われているのです。
　また、労働市場も大きく変わりつ
つあります。企業の採用に占める中
途採用の割合は半分近くまで上がり
ました。転職が一般的になり、「人生
100年時代」と言われる中で、生涯に
わたり自律的に学ぶ力を身につけて
おくことが、人生の舵取りを行うた
めに不可欠になっています。
　そのように、激動の日本社会を力
強く生き抜く資質・能力を子どもた
ちに育む際の基盤となるのが、次期
学習指導要領です。

　 改訂の議論は、「論点整理」に示さ
れた３つの方向性を踏まえて行われ
ています（図２）。
①「主体的・対話的で深い学び」の実装
　現行学習指導要領の実施と同時に
コロナ禍が発生し、ＧＩＧＡスクール
構想が前倒しで推進されるなど、学
校現場は連続的な激震に見舞われま
した。先生方には最善を尽くしてい
ただきましたが、あまりに大きな環
境変化だったこともあり、現行学習
指導要領が目指す「主体的・対話的

＊１　出典は法務省の 2025 年 10 月公表資料。　＊２　出典は「2024 年版　中小企業白書」。　＊３　出典は文部科学省「令和６年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導
上の諸課題に関する調査結果」。　＊４　出典はスイスの国際経営開発研究所「世界デジタル競争力ランキング2025」。　＊５　出典は日本経済新聞社が行った採用計画調査（2025
年４月）。

1 人口減少・少子高齢化
• 日本の人口は 2050 年に約 1 億人まで

減少する見込み
• 生産年齢人口比率は 2050 年の推計で

約５割に落ち込む（2024 年は約６割）

2 グローバル化
• 在留外国人は 2025 年６月末時点で約

395 万人
•2067 年には日本の人口の約１割が外

国人に（推計）

3 多様性の包摂
•2024 年度の不登校児童生徒数は、小・

中学校全体で 353,970 人と過去最多＊３

• 生産年齢人口に占める在留外国人の割
合は、2048 年には約１割に（推計）

• 企業では業界を超えた連携が加速

4 デジタル化（Society 5.0）
•ＡＩやロボットで代替しやすい職種は

雇用が減少。代替しづらい職種や新た
な技術開発を担う職種は雇用が増加

•日本のデジタル競争力は 69 の国・地
域の中で 30 位（2025 年）＊４

5 変化の激化、不確実性の高まり
• 分野を超えて理数、データサイエンス、

ＡＩの利活用が促進
• 企業の寿命が短くなりつつある

6 人生100年時代
•2007 年に生まれた子どもが 107 歳ま

で生きる確率が 50％
•2025 年度の中途採用の比率は過去最

高の 46.8％＊５。労働市場は流動的

※文部科学省の提供資料を基に編集部で作成。

次期学習指導要領の方向性に関して押さえておきたい時代背景図１
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想定以上の速さで
変化している日本社会

何をどう学ぶかの構造化と具体化を図り、
「主体的・対話的で深い学び」の実装を目指す
文部科学省　初等中等教育局　教育課程課長

武藤久
ひ さ

慶
よ し

「論点整理」の要点をつかむことは、次期学習指導要領の方向性を理解することにつ
ながる。2030 年度からの実施を見据え、教育委員会や学校は今からどのようなこと
に備えるべきか。学習指導要領の目的や改訂の背景とともに、今から取り組むべきこと
について、文部科学省の教育課程課長に話を聞いた。

文部科学省解説

むとう・ひさよし
文部省（現文部科学
省）入省後、教育課
程課教育課程企画室
長、初等中等教育企
画課教育制度改革室
室長補佐、高等教育

局企画官高等教育政策室長、学校デジタ
ル化ＰＴリーダー等を歴任。2024 年度
から現職。

多様な子どもたちの
「深い学び」を確かなものに
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で深い学び」の実現は道半ばという
認識です。次期学習指導要領では、
その学びをぶれずに推進し、いかに
学校現場に「実装」していくかを第１
の目的にしています。
②多様性の包摂
　その上で、社会の多様化が想定以
上に速く進み、多様な個性や特性、
背景を有する子どもが増えています。
その多様性を個人の力、社会の力に
変えるという観点から、一人ひとり
が「主体的・対話的で深い学び」を
実現するための仕組み・環境を整備
していく必要があります。
③実現可能性の確保
　①と②を学校で確実に実現できる
ようにするのが第３の方向性です。
教員の長時間勤務の是正については、
国や各教育委員会が様々な施策を実
施してきた中でかなりの改善が進ん
でいますが、いまだ道半ばという認
識です。教職の魅力を高めて、次世
代を担う人材を確保するためにも、
現行学習指導要領や次期学習指導要
領の実施にあたり、教員に過度な負
担感を生じさせないための具体的な
手立てを同時に講じなければならな
いと強く認識しています。

　次期学習指導要領は、どこか遠い
未来の話ではありません。今、学校
現場が直面している課題を分析し、
未来を想定しながら検討しているも
のであり、その意味では現行学習指
導要領と地続きです。よって、次期
学習指導要領の実施まで待つ必要は
ありません。
　教育委員会や学校が今すぐ着手し
たい取り組みには、以下の２つが挙
げられます。
◎「論点整理」の熟読と学校への浸透

　教育長や管理職は、「論点整理」を
読み込み、自分なりに解釈してほし
いと思います。それを自分の言葉で
指導主事や校長、教員に発信し、明
日からできることを議論する。まず
はそれが大切です。「論点整理」の内
容を地域や学校の実態に照らし合わ
せて、「明日の授業」「来学期の学校
運営」「次年度の教育施策」に生かし
ていく視点で読むと、実践に結びつ
きやすいと思います。
　先般、「論点整理」の要点を解説す
る分かりやすいビジュアル資料＊６を
用意し、動画を提供し、理解を広げ
る講演も順次実施していきます。教
育委員会はそれらも活用して次期学
習指導要領の方向性を学校に浸透さ
せ、先生方とともに具体策を模索し
てほしいと思います。
◎授業時数の適正化と平準化
　「論点整理」に示された具体的な論
点のうち、授業時数の適正化・平準
化のかなりの部分は現行学習指導要

領でも実現可能です。
　授業時数等の取り扱いについては、
「各教科等の授業は、年間35週（第１
学年については34週）以上にわたっ
て行う」という規定から、多くの小・
中学校が週あたり29コマで教育課程
を編成しています。しかし、年間授
業週数の上限は設定されていません。
学校が実際に開校している年間40〜
41週で教育課程を平準化すれば、計
算上は週あたり25〜26コマ、もろも
ろ加味しても27～28コマにすること
は十分可能です。そうした実例を踏
まえた資料＊７も提供しています。
　過度な授業時数の積み増しはだい
ぶ減ってきましたが、まだ残ってい
ます。各教育委員会には、指導体制
に見合った授業時数への適正化をお
願いするとともに、改訂を待たずに、
文部科学省としても適正化を促して
いく考えです。
　授業時数の弾力化についても、教
育課程特例校制度＊８や授業時数特例

※中央教育審議会　教育課程企画特別部会「論点整理」（2025年9月）を基に編集部で作成。

＊８　学校または地域の実態に照らし、より効果的な教育を実施するための特
別の教育課程を編成することを認める制度。

次期学習指導要領の改訂論議を貫く３つの方向性図２
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改訂を待たずに着手すべき
２つの取り組み

主体的・対話的で
深い学びの実装深い学びの実装
（Excellence）

1

実現可能性の確保実現可能性の確保
（Feasibility）

3

生涯にわたって主体的に学び続け、多様な他者と協働しながら、　
自らの人生を舵取りすることができ自らの人生を舵取りすることができるる、、民主的で持続可能な社会の創り手民主的で持続可能な社会の創り手

をみんなで育む

多様性の包摂多様性の包摂
（Equity）

2

現行の学習指導要領が目指
している、「主体的・対話的
で深い学び」の視点からの
授業改善を通じた資質・能
力の育成について、一層の
具現化・深化を図る。 デジタル学習基盤のさらなる充実、教科

書や教材と指導書の改善、必要な設備の
整備、総合的な勤務環境整備とも相まっ
て審議全体に通底させるべき方向性。

学びをデザインする高度専門職としての教員　デジタル学習基盤を始めとする基盤整備
「裁量的な時間」を始め柔軟な教育課程による余白　総合的な勤務環境整備

多様な子どもたちの「深い学び多様な子どもたちの「深い学び」」を確かなものにを確かなものに

多様性を個人及び社会の力
に変える観点から、一人ひ
とりの意欲が高まり、可能
性が開花し、個性が輝く教
育の実現を目指す。

＊６　「論点整理」の要点を解
説した資料は、右記の２次元
コードからアクセスしてくださ
い。

＊７　週あたりの授業時数の見
直しに実例の資料は、右記の
２次元コードからアクセスし、
P.67をご覧ください。
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校制度＊９の活用によって実現が可能
です。両制度は合わせて2,097校の小・
中学校が活用しています（2025年４
月時点）。また、制度化を検討してい
る「調整授業時数制度」の先行研究
に取り組む「教育課程柔軟化サキド
リ研究校事業」を、2026年度に実施
予定です。同制度は、各校の判断に
より、各教科の標準授業時数を調整
して教育課程を編成することを可能
とし、生み出した時数を他教科や「裁
量的な時間」に充当できるようにす
るもので、本事業を通じて知見を蓄
積し、全国に周知していきます。
　それ以外の学校においても、例え
ば、１単位時間を40分にして生み出
された時数で各教科のコマ数を増や
して、学期途中の復習や探究的な学
び、学び方を学ぶ時間などに充てる
ことも可能です。それは特例校制度
を使わなくてもできることで、かつ
次期学習指導要領の実施に向けた準
備になるでしょう。授業時数を弾力
的に運用し、豊かな活動やより効果
的な活動が増えるようにカリキュラ
ム・マネジメントをしていくことは
現行でも可能です。ぜひ取り組んで
ほしいと思います。

　「主体的・対話的で深い学び」の実
装では、「深い学び」を実現する授業
がイメージしにくいという課題があ
ります。そこで、「知識及び技能」と
「思考力、判断力、表現力等」の関係
を改めて構造化し、「深い学び」の具
体的な姿を示しました（図３）。その
土台となるのが、「知識及び技能に関
する統合的な理解」と「思考力、判断力、
表現力等の総合的な発揮」です。
◎知識及び技能に関する統合的な理解
　個別の知識・技能を相互に関連づ

けて一般化し、本質や構造、概念を捉
える姿を指します。数学の関数であ
れば、「数値の関係を表すことで、分
からない数値を予測できる」という
関数の本質を理解している状態です。
◎思考力、判断力、表現力等の総合
的な発揮
　問題解決に向けて、個別の思考力、
判断力、表現力等を組み合わせて働か
せていく姿を指します。具体的には、
「現実の事象を数式でモデル化し、未
知の状況を予測して、具体的な解決策
を選択する」姿がそれにあたります。
　「深い学び」は、「知識及び技能」と
「思考力、判断力、表現力等」が個別
に深まることと、両者が一体的に育
成されることで実現できます。そう
した授業づくりが各校でできるよう、
次期学習指導要領には各教科等ごと
に「知識及び技能に関する統合的な理
解」と「思考力、判断力、表現力等
の総合的な発揮」の具体を一覧化し
て示す予定です。現在、各教科等の

ワーキンググループが具体的な内容
を検討しています。
　形式は一律にせず、各教科等の特
性に応じた形で示せるようにします。
併せて、教科書や指導書も「知識及
び技能に関する統合的な理解」と「思
考力、判断力、表現力等の総合的な
発揮」を踏まえて再構成するように
働きかけ、教科書の重厚化も解消す
る方針です。さらに、そうした教育
課程の改善の趣旨が実現できるよう
に、各都道府県に対して高校入試の
改善や出題方針の明示などを要請す
ることも検討しています。

　学習評価は、テストや評定といっ
た記録のためのものから、子どもの
学習改善を支えるためのアセスメン
トとフィードバックをより重視した
ものへと質的な転換を図ります。具

※中央教育審議会　総則・評価特別部会第４回（2025年12月）配布資料を基に編集部で作成。

＊９　義務教育段階において、学年ごとに定められた各教科等の授業時数について、総枠としての授業時数（各学年の年間の標準授業時数の総授業時数）は 維持した上で、１
割を上限として各教科（音楽［中学２、３年生］、美術［中学２、３年生］、技術・家庭、特別の教科 道徳、外国語活動、総合的な学習の時間、特別活動を除く）の標準授業時
数を下回った教育課程の編成を特例的に認める制度。

「資質・能力の深まり」と「資質・能力の一体的育成」の可視化による「深い学び」の具体化図３
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「学びに向かう力、人間性等」
の評価はますます重要に

知識及び技能 思考力、判断力、表現力等
〈生きて働く〉 〈未知の状況にも対応できる〉

他の学習や生活の場面でも
活用できる

知識・技能を活用しながら、
未知の場面でも課題を解決できる

知識及び技能に関する
統合的な理解

個別の知識や技能
（例） •比例・反比例の理解

• 一次方程式の解き方
•二元一次方程式を関数としてみな

せることの理解
• 現実の事象を関数でモデル化でき

ることの理解

個別の思考力、判断力、表現力等
（例） •２つの数量の変化・対応関係を見いだ

し、式やグラフを用いて考察する
• 現実の事象にある２つの数量の関係

を関数と仮定して処理したり、その結
果に基づいて判断したりする

思考力、判断力、表現力等の
総合的な発揮

（例） 関数を使えば未知の状況を予測で
きる

（例）現実の事象を数式でモデル化し、未知の
状況を予測して、具体的な解決策を選択する

個別の知識や技能が相互に関連づ
けられて一般化され、統合的な理
解となった姿

複雑な課題の解決に向けて、個別の思
考力、判断力、表現力等を組み合わせ
たり選んだりして総合的に働かせた姿

資質・能力の
「一体的育成」
の可視化

資
質・
能
力
の

「
深
ま
り
」
の

可
視
化

資
質・
能
力
の

「
深
ま
り
」
の

可
視
化

個 別の 知 識 や 技
能が相互に関連づ
けられて一般化さ
れながら統合的に
理解される

複雑な課題の解決
に向けて、個 別の
思 考 力、 判 断 力、
表現力等を総合的
に働かせる

各教科等の「深い学び」を
具体化し、表形式で提示
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体的には、評定への総括は課程の修
了認定を行う学年末のみで差し支え
ないことを周知し、記録に残す評価
である総括的評価を精選します。そ
うして、子どものよさを見取り、適宜
助言をする形成的評価に、より注力
できる環境を整えます。
　評価方法の難しさが指摘されてい
る「主体的に学習に取り組む態度」
を含む「学びに向かう力、人間性等」
については、観点別学習状況の評価の
観点の１つとしつつも、個人内評価と
して行う方法に改めます（図４）。た
だし、「学びに向かう力、人間性等」は、
評定への総括はしませんが、評価し
ないという意味ではありません。む
しろ、Ｐ．５の図１のような変化の激
しい社会において、「学びに向かう力、
人間性等」は人生を支える力として一
層重要になります。だからこそ、子ど
も一人ひとりのよさを見取り、成長を
支える個人内評価を重視する方向に
改善します。なお、「学びの主体的な
調整」などが特にポジティブに表出

した場合、「思考・判断・表現」の観
点別評価に「○」を付記する方向性を
打ち出していますが、〇がついた場
合に評定に影響を及ぼすか否かにつ
いては様々な意見があるため、引き続
き議論していきます（図４黄色部分）。
　学習評価における新たな課題には、
生成ＡＩへの対応も挙げられます。生
成ＡＩを活用すれば提出物は容易に作
成できるため、単に提出させるので
はなく、質疑応答などを行うことで、
学習内容を自分の言葉で説明できる
かを確認するといった工夫が一層必
要になるでしょう。例えば歴史のレ
ポート課題で、鎌倉時代の特徴をま
とめた生徒に対し、「鎌倉時代以前の
天皇や貴族中心の政治体制と何が異
なるのか」を口頭で問いかけるといっ
た方法が考えられます。

　現在の学習環境を学校現場が十分

に活用できているかも、教育委員会
に改めて確認してほしい点です。例
えば、１人１台端末は文房具のよう
に日常的に授業で活用できているで
しょうか。2024年に公表した調査結
果では、校内ネットワーク環境にお
いて、文部科学省の基準を満たす学
校が２割程度＊10であったため、現在、
急ピッチで改善を推進しています。
端末の使用ルールやフィルタリング
の設定の見直しも含め、端末を子ど
もが自らの学びに自在に活用できる
真のデジタル学習基盤として確立さ
せる必要があります。
　また、次期学習指導要領では、情
報活用能力の抜本的な向上を図るた
め、小学校では「情報の領域（仮称）」
として「総合的な学習の時間」に付
加し、中学校では「情報・技術科（仮
称）」を新設することを検討していま
す。情報に関する分野は変化がとて
も激しいため、学校現場に丸投げし
ようとは思っていません。授業に手
軽に活用できる動画教材や教員向け
の研修コンテンツなどを責任を持っ
て提供し、学校現場が授業づくりに
すぐに取りかかれる環境を整備しま
す。一部の動画教材は、2026年度中
から提供を開始する予定です。
　繰り返しになりますが、次期学習
指導要領を巡る議論は、未来を見据
えつつも、現在の学校現場の課題を
踏まえた改善を提案するものです。
「論点整理」の要点を分かりやすくま
とめたビジュアル資料を提供してい
ますので、各教育委員会はぜひそれ
らを参考に、地域の実情に合わせた
言葉で校長を始めとする先生方に伝
えていただけたら幸いです。
　2030年度という「未来」ではなく、
「明日」の教育を変えるという視点で、
取り組みを進めることを大切にして
いきたいと思います。

（注）「思考・判断・表現」の観点に○を付記した場合に評定に影響を及ぼすか否かについては議論を継続。　　　　　
※中央教育審議会　教育課程企画特別部会「論点整理」（2025年9月）を基に編集部で作成。

＊ 10　出典は文部科学省「学校のネットワークの現状について」（2024 年４月）。　
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総合所見欄等に反映

新たな観点別学習状況の評価の方向性のイメージ図４
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端末は文房具になっているか。
今あるものを十分に活用する
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